
１　調査の概要

２　調査結果

⑴　所管部における令和７年度の評価結果

※　令和６年度において「計画完了」とした項目は、令和７年度についても「計画完了」として計上している。

【参考】令和６年度の評価結果
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第４次集中改革プラン実施状況調査について

　⑴　目的
　　　 本調査は、「第４次一関市行政改革大綱・集中改革プラン」（令和３年度～７年度）に基づき、計画
　　的かつ着実に行政改革を推進するとともに、取組の状況について、行財政改革推進審議会で報告
　　し、ホームページにおいて市民に公表することを目的に実施した。

　⑶　調査方法
　　　 集中改革プランの改革実施項目53項目について、所管部での４つの区分（「計画完了」、「計画ど
　　おり」、「計画より遅れている」「検討終了」）による評価、令和７年度の取組状況を調査した。

　⑵　調査期間　　令和８年３月25日～４月10日

　　令和７年度の調査結果は、以下のとおりであった。
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【所管部における令和７年度の評価の基準】
①計画完了：令和７年度までに目標のとおり取組を終えたもの。
②計画どおり
　・実施時期に定めのあるもの：目標に向け順調に進んでおり、実施時期までに目標のとおり取組を終える見込み
　　のあるもの。
　・実施時期に定めのないもの：目標のとおり、令和７年度の取組を進めたもの。
③計画より遅れている
　・実施時期に定めのあるもの：令和７年度以前を実施時期としている項目で目標のとおり取組を終えなかったもの。
　・実施時期に定めのないもの：目標のとおり、令和７年度の取組を進められなかったもの。
④検討終了
　・取組を実施しないものとして所管部において方針決定したもの。

合　計

56.6% 13.2% 1.9% 100.0%
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　⑵　報告部別進捗状況（令和７年度末時点） （件）

※　項目により複数の部が対象となるものがあることから総数は一致しない。
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⑶　「計画どおり」とする項目（30項目）

№
整理
番号

改革実施項目 内容 目標 実施時期 所管課

1 ⑴①1 地域協働体への支援

　地域協働体の活動強化に向け支援し、共に
課題解決にあたる。
　また、地域協働体の未設立の地区につい
て、地域協働体の組織づくりを支援する。

　第２次地域協働推進計画に基づき、各地域の課題
解決のため、市と地域協働体が連携して取り組むと
ともに、全地域で地域協働体が設立されるよう支援
する。

毎年度 まちづくり推進課

2 ⑴①2 自主防災組織等の育成

　自主防災組織の未設立の地域について、自
主防災組織の組織づくりを支援する。
　また、地域での各種訓練など自主防災組織
の活動を支援するとともに、その活動をサポー
トする指導員の育成を図る。

　令和７年度までに、市防災指導員（ＡＩＤ）を、市内の
自主防災組織（323組織）の約半数である、160人
（※）を養成する。
（※H27～R7延べ人数）

毎年度 防災課

3 ⑴①4 行政情報の公表

　行政情報を市民と共有することで、市政に対
する関心を持ってもらい、自ら課題解決の担い
手となるよう、わかりやすく的確な情報発信を
行う。

　次の行政情報の公表を行う。
①　職員給与
②　財政状況
③　補助金、負担金
④　公の施設、指定管理者制度導入施設
⑤　第三セクターの経営状況
⑥　集中改革プランの実施状況

毎年度
職員課
財政課

4 ⑵①1 人材の育成
　各種研修の充実などにより、職員の能力向
上に取り組む。

　毎年度、研修計画の見直しを行い、職員へ周知す
る（「明日にはばたく」）。

毎年度 職員課

5 ⑵①2 業務改善の推進

　各部署、各職員の業務改善の取組を推進
し、その取組を共有することにより、積極的に
変革を行う組織風土の醸成と、生産性の高い
組織の形成を図る。

　毎年度、各所属での取組を募集し、職員へ周知・共
有する（「これE！プロジェクト」）。

毎年度 財政課

6 ⑵①3 業務執行体制の見直し
　全庁的な組織体制の改編と事業執行の見直
しにより、効率的な事務執行体制を構築する。

　毎年度、見直しを行う。 毎年度 職員課

7 ⑵①4 定員適正化計画の推進
　質の高い行政サービスを提供するとともに、
財政の健全化と効率的な行政運営を図るた
め、定員適正化計画を推進する。

　定員適正化計画に基づき、職員を配置する。 毎年度 職員課

8 ⑵①5 給与の見直し
　社会経済情勢や近隣自治体における給与水
準などの動向に注視しながら、必要に応じて
見直しを行う。

　人事院勧告及び県人事委員会勧告を尊重しなが
ら、適正な給与水準となるよう、必要に応じて見直し
を図る。

毎年度 職員課

9 ⑵①6 時間外勤務の縮減
　事務事業や公共施設の見直し、ＩＣＴを積極
的に活用した内部事務の合理化などにより、
時間外勤務を縮減する。

①　各課は、ＩＣＴ導入事業の検討を行う。
②　職員課は、時間外勤務等縮減マニュアルを周知
する。

毎年度 職員課

10 ⑶①1 施策の評価
　総合計画後期基本計画などで定めた指標に
基づき進捗状況を評価するとともに、総合計
画審議会などに報告し意見を求める。

　指標の進捗状況を評価し、総合計画審議会などで
報告する。

毎年度 政策企画課

11 ⑶①2 事務事業の見直し
　効率的な取組を推進するとともに、市民ニー
ズや費用対効果が低いものについては、廃止
を含めた見直しを検討する。

①　財政課は、当初予算要求にあたり、各部の一般
財源の削減目標額を設定する。
②　各部は、市民ニーズの把握や費用対効果を検証
し、予算要求を行う。

毎年度 財政課

12 ⑶①4 公用車の縮減
　稼働率の低い公用車の縮減を図るとともに、
更新が必要な大型車両については、民間委託
を進める。

　台数の縮減を図るとともに、効率的な運用を進め
る。

毎年度 財政課

令和６年度の取組結果を踏まえ、開庁時間の見直しを第５次集中改革プランに登載した。また、財務規則の改
正に向けて協議を進めた。
なお、本改革実施項目はそれぞれの改革実施項目によるものと整理した。

市民と行政情報を共有するため、
①②　 　　 広報及びホームページで公表を行った。
③④⑤⑥　ホームページで公表を行った。

市防災指導員（ＡＩＤ）養成講習を多くの方が受講できるよう実施要綱を見直し、講習を実施した。また、消防・
防災セミナー等により支援を実施した。
・市防災指導員（ＡＩＤ）40人養成（H27～R7延べ人数：237人）

取組の内容（令和７年度）

地域協働体の活動に対し、財政的・人的支援を行い、地域の特性を生かした地域づくりを促進した。また、狐
禅寺地区では、地域の状況を把握しながら組織化を支援した結果、令和８年３月に地域協働体が設立され、市
内全地域で課題解決に向けた取組を展開できる体制が整った。

特別研修や通信教育科目の拡充を図った。
自己啓発として、通信教育を86人が受講した。

定員適正化計画に基づく人員配置を行った。
令和６年度1,218人→令和７年度1,216人（2人減）

人事院勧告及び県人事委員会勧告を踏まえ、岩手県に準じて給料表及び期末手当等の改定を実施した。

毎月、時間外勤務の実績及び前年度との比較を周知し、各課等での時間外勤務時間の増減について要因分
析や縮減の取組を行った。

政策企画課と交流推進課で行っている地域おこし協力隊に関する事務を交流推進課に集約した。
商工振興課で行っている一関市外国人等支援本部に関する事務を交流推進課に移管した。

現総合計画における令和６年度末時点の指標の進捗状況や評価を総合計画審議会などで報告し、委員から
意見を得た。
また、次期総合計画における指標を取組の体系と合わせ体系的に設定した。

①各部等の要求限度額を設定したほか、全体の削減目標額を２億4,490万円と設定した。
②17部署中、13部署が要求限度額の範囲内で予算要求を行い、全体では要求限度額の範囲内となったほ
か、削減額は約１億4,400万円となった。※財政効果額は令和８年度分で反映

公用車の稼働状況を踏まえ配置、運用を行い、２台縮減した。
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№
整理
番号

改革実施項目 内容 目標 実施時期 所管課

13 ⑶①5 市営バス路線の再編

　１便あたりの平均乗車人数が2.0人未満の市
営バス路線については、運行内容の見直しな
どで利用促進を図る。または、デマンド交通へ
の再編などを検討する。

　市営バス及び廃止路線代替バスについて、１便あ
たり平均乗車人数2.0人未満の路線の運行内容を見
直す。
　・平成30年度　22路線
　・令和５年度　11路線

令和５年度 まちづくり推進課

14 ⑶①8
保育施設に係る給食調理業務の
あり方の検討

　学校給食調理業務の民間委託の進捗状況
を踏まえ、業務のあり方について検討する。

　児童数の減少による保育施設の再編計画と調理
員数の推移を踏まえ、調理業務を効率的かつ安定
的に遂行するために必要な体制を検討しながら、民
間委託の方向性を見出す。

～令和７年度 児童保育課

15 ⑶②1 公共施設等総合管理計画の推進

　計画に基づき施設保有の見直しを行うととも
に、予防保全により計画的な改修を行う施設
については、保全工事予定表を作成し、安全
性の確保の取組を行う。

　令和８年度までに、行政財産の建物系施設の延床
面積を、概ね１割縮減する。
　※　平成27年４月１日現在の延床面積との比較。
概ね１割は約72,000㎡。

毎年度 財政課

16 ⑶②2
自治集会所として使用する公の
施設の譲渡

　公の施設のうち、その利用の形態が専ら当
該地域の限られた少数の自治会エリアの利用
となっているもの（千厩・東山・室根・藤沢地
域）について、他地域との負担の公平性から、
地元自治会への譲渡を推進する。

　順次、譲渡を進める。 毎年度 まちづくり推進課

17 ⑶②4 閉校した学校施設の活用

　学校規模の適正化の推進により、閉校学校
施設の増加が見込まれることから、①行政目
的の活用、②地域団体による活用、③民間活
力による活用の順で検討を進める。

　①「行政目的の活用」のための検討、②「地域団体
による活用」のための協議、③「民間による活用」の
ための募集などの働きかけについて、それぞれの施
設のおかれた状況などに留意しながら、活用の方向
性を見出す。

毎年度 教育総務課

18 ⑶②7 市民センターの管理運営
　地域づくり活動の拠点施設としての機能をよ
り高めるため、第２次地域協働推進計画に基
づき、指定管理者制度の導入を推進する。

　順次、指定管理者制度を導入する。 毎年度 いきがいづくり課

19 ⑶②9 公共施設の維持管理費の縮減
　電力受給契約の見直しと照明のＬＥＤ化を進
め、維持管理コストの縮減を図る。

　順次、電力受給契約の見直しと照明のＬＥＤ化を進
める。

毎年度 財政課

20 ⑷①1 企業版ふるさと納税の活用
　ＳＤＧｓの推進など、寄附企業から共感を得ら
れる事業を検討・選定し、寄附の募集を行う。

　市の「まち・ひと・しごと創生推進事業」に対し、企
業から寄附を募り、事業の財源として活用する。

毎年度 政策企画課

21 ⑷①2 広告掲載事業の実施
　自主財源の確保、質の高い行政サービスの
提供と地域経済の活性化を図るため、市の資
産を広告媒体として活用する。

　広告媒体の活用について周知を行い、自主財源の
確保を図る。

毎年度 財政課

22 ⑷①3 市有財産の売却等
　市有財産について、有効活用の観点から遊
休資産の売却や貸付により、財産収入の確保
を図る。

　遊休資産の売却や貸付を進め、自主財源の確保を
図る。

毎年度 財政課

23 ⑷①4
収納率の向上と滞納防止対策の
実施

　市税等収納対策委員会において、市税や税
外収入の収納率の向上と滞納防止対策に取
り組むとともに、全庁的に適正な債権管理を推
進する。
　また、徴収困難な事案については、法令の
規定に基づく処分や回収を行い、債権管理条
例などに基づき適正に対応する。

①　納付方法の拡充により、利便性の向上を図る。
②　滞納整理や法的回収手段の実施により、滞納繰
越額を圧縮する。

毎年度 収納課

市有財産について、遊休資産の売却や貸付を行った。
・土地、建物売払収入（土地12件、建物0件）  　 　283万8,000円（前年度比 1,399万7,000円減）
・土地、建物貸付収入（土地277件、建物23件）　5,114万4,000円（前年度比 　212万2,000円減）

納期限や納付方法について、市ホームページ、広報などを用いて周知を図った。
市税等収納対策委員会において、市税等債権の滞納についての整理方針を共有し、滞納額の圧縮を図った。
（R6→R7の圧縮率：35.9％）
債権管理条例に基づき、市税や税外収入債権の徴収計画と徴収困難な事案を共有し、滞納防止対策に取組
んだ。

取組の内容（令和７年度）

各広告媒体として市の財産を活用した。（広報：69件、ホームページ：４件、本庁舎内の周辺案内板：１件、一般
事務用封筒：12件、窓口用封筒：12件）
また、一関文化センター、一関運動公園野球場、東山総合体育館のネーミングライツスポンサーを募集、新た
な広告媒体として一関市「子育てガイドブック」の企画審査を行った。

利用の少ない「（一関）栃倉・川台線」、花泉地域永井地区のバス路線を、令和８年10月からデマンド型乗合タ
クシーへ再編することを方針決定した。
・１便あたり平均乗車人数2.0人未満の路線
  令和７年度　15路線

今後、職員の退職により正職員が不在となる施設が発生することから、業務委託の拡大に向けた関係課協議
により、民間委託することで方針決定した。

現状の社会情勢では、新たな電力需給契約の見直しは難しい状況である。機会をとらえ、節電キャンペーンに
参加し、コストの削減に努めた。

11社から計1億2,100万円の寄附があり、ふるさと応援寄附推進事業や観光振興事業などに活用したほか、課
題解決型支援制度の創設のため、まち・ひと・しごと創生基金へ積み立てた。

引続き施設所管課において、施設利用者等と話合いの場を持ち、取組を進めた。
また、第１期中期計画期間における結論の出し方（話合いがまとまらない施設の取扱い）について検討を行っ
た。
個別施設計画について、計画期間を令和８年度から令和17年度に更新し、市ホームページにて公表した。

令和４年度に決定した譲渡支援策を基に、自治会へ説明を行った。

資産活用の最大化を継続し、閉校した学校施設（旧油島小学校）を民間事業者へ貸し付け、施設の維持管理
コストの削減と利活用を図った。

指定管理者制度の導入５年目の市民センター６施設及び付属施設について、指定管理期間の更新を行った。
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№
整理
番号

改革実施項目 内容 目標 実施時期 所管課

24 ⑷①5 補助金や負担金の見直し
　目的や費用対効果、経費負担のあり方を検
証し、効果が低いものについては、廃止を含め
た見直しを検討する。

①　財政課は、当初予算要求にあたり、各部の一般
財源の削減目標額を設定する。
②　各部は、目的や費用対効果、経費負担のあり方
を検証し、予算要求を行う。

毎年度 財政課

25 ⑷①6 診療所の経営の健全化

　診療所については、医療機関の無い地域に
おける保健医療の拠点としての役割を担って
おり、診療状況を検証しながら経営の健全化
を図る。

　定期的に、各診療所の月ごとの決算及び診療状況
を検証するとともに、運営に係る情報の共有を図る。

毎年度 健康づくり課

26 ⑷②3
下水道使用料の経費回収率の向
上

　下水道の維持管理費の節減と水洗化率の向
上とともに、使用料収入の確保を図る。

　経費回収率の向上を目指し、維持管理費の節減と
水洗化率の向上を図りながら、使用料収入の確保に
取り組む。

毎年度 下水道課

27 ⑷②4 汚水処理施設の有収率の向上
　下水道管やマンホールの継ぎ目などから侵
入する、地下水や雨水（不明水）を減少させる
ことにより、有収率の向上を図る。

　不明水を減少させることにより、有収率の向上と流
域下水道維持管理負担金の減額に取り組む。

毎年度 下水道課

28 ⑷③2
公益財団法人 岩手県南技術研
究センターの事業成果の検証

　研究開発事業、ものづくり人材育成事業及び
地域連携事業の重点３事業が適切に実施され
ているか検証する。

　次の実施状況について検証する。
①　技術相談件数及び試験分析機器の利用件数
②　技術講習会及び子どものための科学体験講座
の受講者数
③　企業情報交換会及び地域企業情報ガイダンス
の参加企業数

毎年度 商工振興課

29 ⑸①1 電子申請等の拡充
　マイナポータルによる電子申請など、ＩＣＴを
活用した行政手続や行政情報の提供を行う。

　電子申請等が可能な手続を、30種類に増やす。
　※令和２年度は19種類
　・マイナポータルによる手続　14種類
　・コンビニ交付サービスによる証明書等　５種類

毎年度 政策企画課

30 ⑸①2 内部事務の合理化
　ＲＰＡやＡＩ-ＯＣＲなど、ＩＣＴを活用した内部事
務の合理化により、業務の効率化を図る。

　毎年度、４業務程度を新たに導入する。 毎年度 財政課

試験分析機器の利用件数は、市総合計画後期基本計画の「主な指標」の目標である年間1,100件を上回った。
また、ガイダンスや企業情報交換会などの事業は適切に実施された。
①　技術相談件数：15件、試験分析機器の利用件数：1,251件
②　受講者数：54人
③　参加企業数
　　 ガイダンス：40社、情報交換会：32社（９団体）

安定的に使用料収入を確保するためには、下水道への接続の普及促進が重要となることから、工事説明会で
は水洗化の必要性についての説明を行い水洗化普及促進に務めた。また、市ホームページや広報誌をはじめ
とする各種広報媒体を活用し、下水道接続に係る補助金制度や接続義務の周知を行った。

東日本大震災時に発見できなかった管路の破損や蛇行により、不明水量の増加や管の滞水・閉塞が発生して
いる中里処理分区において、布設替工事（区間約157ｍ）を実施した。
また、花泉処理分区で次年度以降の対策工事に備え不明水箇所の調査（1,084ｍ）を実施した。

四半期ごとの決算及び診療状況を検証しながら、経営の健全化や課題への対応に向けた情報の共有を行っ
た。

医療費受給資格変更届や企業版ふるさと納税寄附申出などの手続をオンライン化した。その結果、電子申請
等が可能な手続は計125種類となり、目標を達成した。

ソフトウェアシステム(Python、パワークエリ)を活用した業務の見直し等により、業務の効率化及び経費の削減
を行った。

①令和８年度の当初予算要求に合わせ、経常的な一般行政経費に係る一般財源の削減目標を設定した。
②各課において、目的や費用対効果、経費負担のあり方を評価検証した上で予算要求を行った。

取組の内容（令和７年度）
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⑷　「計画より遅れている」とする項目（７項目）

№
整理
番号

改革実施項目 内容 目標 実施時期 所管課

1 ⑴①3 救命講習等の開催

　早期の応急手当による救命率の向上のた
め、応急手当に関する啓発活動に取り組むと
ともに、普通救命講習やＡＥＤを活用した救命
技術や知識の普及啓発を図る。

　令和７年度までに、次の講習（いずれもＡＥＤの使
用方法を含む）において、市の人口の約８割にあた
る83,000人（H17～R7延べ人数）の受講を目指す。
①　普通救命講習
②　上級救命講習
③　救命入門コース

毎年度 消防課

2 ⑶①6
デマンド型乗合タクシー運行事業
費補助金の見直し

　地域ごとに異なる、補助金の算定方式を統
一する。

　全地域の補助金の算定方式を統一する。 令和７年度 まちづくり推進課

3 ⑶①7 市役所出張所の見直し
　大東地域の４出張所（摺沢、興田、猿沢、渋
民）の存廃について、行政サービスの代替方
法の確保を含め、見直しを行う。

　４出張所の存廃について、地域の意向を踏まえつ
つ、方向性を見出す。

～令和６年度 市民課

4 ⑶②6 保健センターのあり方の検討
　各保健センターの機能と、施設のあり方につ
いて検討する。

　各保健センターの機能と、施設のあり方を整理し、
条例改正等を行う。

～令和４年度 健康づくり課

5 ⑷①8 宅地分譲地の売却
　東山地域（サンヒル柴宿）、川崎地域（銚子
台）、藤沢地域（サンパルナ名生城）の宅地分
譲地の早期売却に努める。

　令和７年度までに、売却を目指す。 毎年度 都市整備課

6 ⑷②1 水道料金の収納率の向上
　口座振替の促進による未納額の発生予防な
どにより、収納率の向上を図る。

　料金徴収等業務の委託事業者と連携し、市水道事
業ビジョンに掲げる、令和７年度における口座振替
利用率82.2％の達成を目指す。

毎年度 経営総務課

7 ⑷③1 第三セクターの見直し

　経営状況を常に把握するとともに、継続的な
指導・監督を行い、経営の健全化を図る。
　・花泉観光開発 株式会社
　・室根総合開発 株式会社

　次の取組を行う。
①　経営状況等の把握、監査、評価
②　経営状況等の情報公開
③　経営責任の明確化と徹底した効率化等
④　公的支援（財政支援）の考え方

毎年度 観光物産課

⑸　令和７年度に「検討終了」とする項目（１項目）

№
整理
番号

改革実施項目 内容 目標 実施時期 所管課

1 ⑶②11 学校体育施設開放の有料化
　学校体育施設開放の有料化に向けた取組を
行う。

　他の公共施設との均衡を図るため、他の施設の使
用料改定の時期を捉えて、学校体育施設開放につ
いても有料化を図る。

令和４年度 教育総務課

取組の内容（令和７年度）

学校体育施設の利用日誌および施設実績報告書のオンライン化により、利用者の報告手続きの簡素化を図る
とともに、提出データのリアルタイム集計による事務の迅速化を実現した。
有料化については、学校施設の設備格差が大きく公平性を確保できず、また徴収事務の負担に対し費用対効
果が低いため、実施しないこととした。

【花泉観光開発　株式会社】
定期的な意見交換により、経営状況を常に把握するとともに、継続的な指導・監督を行い、経営の安定化を
図ったが経営改善には至らなかった。
【室根総合開発株式会社】
定期的な意見交換により、経営状況を常に把握するとともに、継続的な指導・監督を行い、経営の健全化を
図った。

ＨＰやチラシにより価格の見直しをＰＲしたが、売却には至らなかった。
・川崎地域　全15区画中　残り４区画
・藤沢地域　全70区画中　残り１区画
※東山地域は、全64区画完売（令和４年度）

水道利用開始時に口座振替の案内をし振替用紙を配付した。R7口座振替利用率は77.4％（前年比△0.3）とな
り前年度並みの利用率であった。

関係団体と活用方法の協議・検討を継続して行ったが、条例改正には至らなかった。

令和５年度に実施した出張所の開所日・開所時間の縮小運用による窓口の利用状況について、令和７年11月
に大東地域内の地域協働体等に現状報告し意見を聞いたが、地域の意向を踏まえた存廃の方向性は見いだ
せていない。

市内全域での救命講習を開催したが、目標人数の達成には至らなかった。（H17～R7延べ人数：80,255人）
・普通救命講習　 132回　修了者　2,058人
・上級救命講習　 　 ５回　修了者　　 25人
・救命入門コース 　54回  修了者　  983人

各地域での利用実績等を比較し作成した検討資料をもとに担当者間で意見交換を行ったが、見直し案がまと
まらず、タクシー事業者との意見交換までは至らなかった。

取組の内容（令和７年度）
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【参考】　令和６年度までに「計画完了」とした項目（15項目）

№
整理
番号

改革実施項目 内容 目標 実施時期 達成時期 所管課 取組の内容（達成年度）

1 ⑵①7 日直業務の見直し
　支所の日直業務のあり方について、検討す
る。

　各地域での日直業務の存廃について、方向性を見
出す。

～令和６年度 令和５年度 職員課
令和５年度から日曜日に係る日直業務を本庁と千厩支所に集約した。
令和６年６月１日から土曜日、日曜日、祝日及び年末年始（12月29日～１月３日）の日直業務
を本庁と千厩支所に集約することを決定した。

2 ⑶①3 市広報の発行回数の見直し
　情報の集約化を図るため、発行回数を月２
回から月１回に見直しを行う。

　令和３年５月号（令和３年４月発行）から、月１回発
行する。

令和３年度 令和３年度 広聴広報課 令和３年５月号から、市広報の発行を月２回から月１回とした。

3 ⑶①9 学校給食調理業務の民間委託
　学校給食調理業務について、民間委託を推
進する。

　直営の真滝学校給食センターの民間委託を進め
る。

～令和４年度 令和３年度
教育総務課
学校教育課

直営で実施していた真滝学校給食センターについて、指名型プロポーザル方式により事業者
を選定し、令和４年度から民間委託に移行した。これにより、市内全ての学校給食調理業務
を民間委託に移行した。

4 ⑶②3
学校規模の適正化による望まし
い教育活動の展開

　児童・生徒の減少状況や義務教育施設の現
況を踏まえ、よりよい教育環境の確保に向け、
学校規模の適正化を推進する。

　室根地域小学校、花泉地域小学校の統合整備の
推進及び、大東地域中学校の再編に向けた地域と
の話し合いを進める。

令和４年度
　～６年度

令和４年度 教育総務課
・令和５年４月　花泉小学校、大東中学校開校
・令和５年４月　新沼小学校を藤沢小学校に編入統合

5 ⑶②5
保育施設等の配置と運営方法の
見直し

　児童の減少状況や保育施設などの現況を踏
まえ、保育園と幼稚園の再編や運営方法の見
直しを行う。

　大東地域の摺沢保育園と摺沢幼稚園を統合し、認
定こども園に移行する。
　また、児童の減少状況を踏まえながら、保育所再
編の基本方針に基づき再編を進める。

令和６年度 令和６年度 児童保育課

・令和３年度に田河津児童館を閉園、
・令和４年度に狐禅寺・厳美・萩荘・弥栄の各幼稚園を閉園、川崎保育園のこども園移行、
・令和６年度に摺沢保育園・摺沢幼稚園を統合し、摺沢こども園へ移行
といった再編を進めた。

6 ⑶②8 指定管理者制度導入施設の評価
　指定管理者制度を導入している施設につい
て、外部の視点による客観的な評価を行い、
行政サービスの質の向上を図る。

　外部の視点による客観的な評価を導入し、より質
の高い指定管理者制度の運営を図る。

令和４年度 令和４年度 財政課
令和７年度から新たな評価シートを指定管理制度導入施設に導入することを決定した。
なお、導入に当たっては、施設利用者や外部有識者を含めたワークショップで評価のあり方
を検討するとともに、一部の施設を対象に試行を実施し意見をいただきシートを作成した。

7 ⑶②10 公共施設に係る使用料の見直し

　将来にわたり施設を利用した行政サービスを
安全かつ持続的に提供するため、受益者と税
負担の公平性を図りながら、使用料の見直し
を行う。

　適切な時期を見定め、条例改正等を行う。 ～令和４年度 令和３年度 財政課
令和４年２月通常会議において、使用料の見直しに係る条例改正を行った。
・施行日　　令和５年４月１日
・改正内容　使用料の改定、減免の経過措置の終了、無料施設の有料化

8 ⑷①7 工業団地の売却
　花泉地域（上油田第二）と川崎地域（大久保）
の工業団地の早期売却に努める。

　令和７年度までに、売却を目指す。 毎年度 令和３年度 産業企画課
全ての工業団地の売却が完了した。
・川崎地域（大久保工業団地）契約日：令和３年12月17日
・花泉地域（上油田第二工業団地）契約日：令和４年３月17日

9 ⑷②2 水道料金の改定
 水道事業会計の将来の見通しをもとに、定期
的に水道料金の水準の検証を行い、適切な料
金収入の確保に努める。

 水道事業経営審議会の意見、答申を踏まえ、将来
の施設更新に必要な財政基盤の強化を図る。

令和４年度 令和４年度 経営総務課
チラシの配布等により料金改定にかかる事前周知を行い、令和６年５月検針分から改定後の
料金を適用することにより、財政基盤の強化を図った。
※２段階での料金改定（令和４年10月、令和６年４月）

10 ⑸①3 文教施設予約システムの構築
　市民の利便性向上のため、文教施設予約シ
ステムを構築する。

　令和３年度にシステムを導入し、運用を開始する。 令和３年度 令和３年度 いきがいづくり課
市民センターの予約状況をインターネットから閲覧・予約できる「一関市公共施設予約システ
ム」を導入した。（令和４年６月から、インターネットでの予約を開始）

11 ⑸①4 電子マネーでの公金収納
　市民の利便性向上のため、電子マネーでの
公金収納を導入する。

　令和３年度に導入し、運用を開始する。 令和３年度 令和３年度 収納課
令和３年４月から、電子マネー納付のPayPayを開始した。また、令和３年８月からLINE Pay、
10月からauPAY、ｄ払い、Jcoinを追加で開始した。
・電子マネーによる支払件数　4,566件

12 ⑸①5 各種講座のオンライン配信
　市民の利便性向上のため、市民センター等
で開催する講座のオンライン配信を行う。

　令和３年度に導入し、運用を開始する。 令和３年度 令和３年度 いきがいづくり課

オンライン配信用機材（ビデオカメラ、パソコン用カメラ等）を、各市民センターに配備した。ま
た、市民センター職員を対象に、講座のオンライン配信方法の研修を行った。
・老松市民センターにおいて、Web会議システム（zoom）による文化講演会を実施（１回、参加
人数55人）

13 ⑸①6 オンラインでの消費生活相談
　市民の利便性向上のため、タブレット等によ
るオンライン相談を行う。

　令和３年度に導入し、運用を開始する。 令和３年度 令和３年度 生活環境課
タブレットを本庁・各支所に配備し、オンライン相談の運用を開始した。
・オンライン相談件数　12件

14 ⑸①7 オンラインでの特定保健指導
　市民の利便性向上のため、スマートフォンや
パソコンを用いたオンライン指導を行う。

　令和３年度に導入し、運用を開始する。 令和３年度 令和３年度 健康づくり課
スマートフォンのアプリケーションを活用し、遠隔による特定保健指導を実施した。
・オンライン指導件数　２件

15 ⑸①8 博物館での展示ガイド
　来館者の利便性向上のため、スマートフォン
とアプリケーションを用いた展示ガイドを行う。

　令和３年度に導入し、運用を開始する。 令和３年度 令和３年度 博物館
館内での展示ガイドにスマートフォン向けアプリケーション「ポケット学芸員」を導入し、令和４
年度から運用を開始した。
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